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事 業 報 告
(平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

⑴ 事業の経過及びその成果
　当期の我が国経済は政府による経済・金融政策や円安により、前半は企業の生産や収益
に持ち直しの兆しが見られましたが、後半は個人消費の低迷や新興国を中心にした海外経
済の減速を受け、総じて景気は緩やかな回復基調となりました。
　建設業界におきましては公共工事が減少したものの、企業の設備投資や首都圏の再開発
などの効果もあり堅調に推移しました。
　このような景況下、当社グループは工事量と利益確保の経営方針を継続し、総合力を発
揮して営業活動を積極果敢に展開するとともに、原価の低減、生産性の向上、業務の効率
化に努めました結果、当期における当社グループの連結業績につきましては、完成工事高
は前期比1.6％増の4,753億4千5百万円となりました。利益につきましては、経常利益は
353億7千8百万円(前期比10.6％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は236億6千9百万
円(前期比15.2％増)となりました。
　なお、当社（個別業績）における工事種類別の受注工事高・完成工事高・繰越工事高は、
次のとおりであります。

工 事 種 別 前期繰越
工 事 高

当期受注
工 事 高 合 計 当期完成

工 事 高
次期繰越
工 事 高

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
配 電 工 事 7,020 56,473 63,493 56,390 7,103

一 般 電 気 工 事 216,240 270,314 486,555 253,815 232,740

情 報 通 信 工 事 12,517 41,684 54,202 43,420 10,781

環 境 関 連 工 事 24,295 28,799 53,094 29,017 24,076

電 力 そ の 他 工 事 29,476 23,444 52,920 33,649 19,271

合 計 289,551 420,716 710,267 416,293 293,974
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（注）1．配電工事は工事用資材の一部支給化により、前期に比し受注工事高は8.0％の減少となり、完
成工事高も8.6％の減少となりました。なお、全完成工事高に占める割合は13.5％でありま
す。

2．一般電気工事等については、首都圏におけるオフィスビルや商業・娯楽施設等の大型工事に
より、受注工事高は前期に比し一般電気工事は8.4％、環境関連工事は9.0％増加いたしまし
た。一方、情報通信工事は移動体通信(携帯電話関係)の工事量が縮小し、9.1％の減少となり
ました。また、完成工事高も前期に比し、一般電気工事は10.3％、環境関連工事は8.1％増
加いたしましたものの、情報通信工事は7.7％の減少となりました。なお、全完成工事高に占
める割合は、一般電気工事は61.0％、情報通信工事は10.4％、環境関連工事は7.0％であり
ます。

3．送電線工事、発変電所工事等の電力その他工事は、メガソーラー発電所工事が減ったことに
より、前期に比し、受注工事高は39.6％減少し、完成工事高も10.7％の減少となりました。
なお、全完成工事高に占める割合は8.1％であります。

⑵ 対処すべき課題
　　　今後の景気につきましては、新興国や資源国の景気の停滞により円高・株安に進むおそ
　　れがあり、国内景気に下振れのリスクを残すなど、先行きが不透明な状況となっておりま
　　す。

　建設業界では、民間投資の継続が期待されますが、技能労働者の不足による建築工程の
遅延や労務費の上昇などが、引き続き懸案事項となっております。

　　　こうした状況のなかで、当社グループは電力インフラ事業への貢献や地域に密着した事
　　業活動を継続する一方、首都圏における事業展開の更なる強化や長期的視野に立った海外
　　事業を展開し、お客様のニーズに応じて高い技術と技能で安全と安心と快適をお届けしな
　　がら、社会へ貢献してまいります。

　また、法令遵守やリスク管理を含めた内部統制システムの運用を継続するとともに、透
明性のある健全な業務遂行、業務の質の更なる向上、人材育成の強化、安全最優先の徹底
に取り組み、どのような外部環境の変化にも対応できるよう事業基盤の整備強化を推し進
めてまいります。

　　株主の皆様におかれましては、今後とも深いご理解をいただき、ご支援を賜りますよう
　　お願い申し上げます。
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⑶ 資金調達の状況
　当期において、当社グループでは社債及び新株式発行による資金調達はありませんでし
た。

⑷ 設備投資の状況
　当期に実施しました設備投資の総額は51億円余であり、その主なものは、当社奈良支店
南館及び当社子会社の建物の新築並びに工事用車両及び機械・工具の購入等であります｡

⑸ 重要な事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑹ 重要な他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑺ 重要な他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

⑻ 重要な吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑼ 財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

期 別
項 目

第99期
（平成24年度）

第100期
（平成25年度）

第101期
（平成26年度）

第102期(当期)
（平成27年度）

百万円 百万円 百万円 百万円
完 成 工 事 高 491,140 514,357 467,972 475,345

経 常 利 益 21,843 28,174 31,996 35,378

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 9,791 16,393 20,552 23,669

(1 株 当 た り
当期純利益) （39.61円） （73.92円） （94.67円） （109.09円）

総 資 産 510,209 518,464 542,246 547,554

純 資 産 347,949 341,364 377,659 376,521

（注）1．「連結財務諸表に関する会計基準」等の改正にともない、第101期に「当期純利益」として
いた表示科目は、第102期より「親会社株主に帰属する当期純利益」に変更されました。

2．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により
算出しています。
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　　②　当社の財産及び損益の状況の推移
期 別

項 目
第99期

（平成24年度）
第100期

（平成25年度）
第101期

（平成26年度）
第102期(当期)
（平成27年度）

百万円 百万円 百万円 百万円
受 注 工 事 高 414,704 473,659 421,731 420,716

完 成 工 事 高 426,889 448,275 403,363 416,293

経 常 利 益 23,011 23,387 25,945 30,676

当 期 純 利 益 10,794 13,148 16,083 23,154

(1 株 当 た り
当期純利益) （43.67円） （59.29円） （74.09円） （106.72円）

総 資 産 472,654 479,963 489,939 502,129

純 資 産 332,926 326,851 350,569 361,180

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）により算出
しています。
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⑽ 重要な子会社及び重要な企業結合の状況
①　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

近電商事株式会社 450百万円 100％ 車両等のリース・販売、各種損害保険
代理業、不動産の維持管理・賃貸

株式会社西原衛生工業所 1,367百万円 100％ 給排水衛生設備工事の施工

きんでん東京サービス
株 式 会 社 302百万円 100％ 一般電気工事等の保守管理・施工

きんでん関西サービス
株 式 会 社 200百万円 100％ 一般電気工事等の保守管理・施工

きんでんサービス
株 式 会 社 30百万円 100％ 配電工事等の周辺業務の請負

株式会社アレフネット 50百万円 100％ 情報通信システム機器の販売・エンジ
ニアリング

ユー・エス・キンデン・
コ ー ポ レ ー シ ョ ン 2,000千USドル 100％ 子会社の運営管理

ピー・ティー・キンデン・
イ ン ド ネ シ ア

8,491百万
インドネシア･ルピア 100％ 一般電気工事等の設計・施工

（注）1．上に掲げた重要な子会社８社を含む連結子会社は18社、持分法適用関連会社は１社でありま
す。

2．ユー・エス・キンデン・コーポレーションは、米国ハワイ州で一般電気工事を営むワサ・エ
レクトリカル・サービス・インクの完全親会社であります。

3．平成27年７月１日付で、近電設備株式会社はきんでん東京サービス株式会社に、株式会社メ
ックスはきんでん関西サービス株式会社にそれぞれ商号を変更いたしました。

4．議決権比率には、間接保有分を含んでおります。
5．当事業年度末日において特定完全子会社に該当する子会社はありません。

②　重要な企業結合の状況

会 社 名
（住　所） 資 本 金 事 業 内 容 同社から当社が受注した

工事の当期の完成工事高

関西電力株式会社
（大阪市北区） 489,320百万円 電 気 事 業 62,061百万円

（全完成工事高の14.9％）
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⑾ 主要な事業内容
　当社グループは、建設事業を主な事業内容としております。
　主な事業会社である当社は、建設業法により特定建設業者（（特－28）第114号）とし
て国土交通大臣許可を受け、電気工事（配電工事、ビル・工場等の一般電気工事、送電線
工事、発変電所工事等）、情報通信工事（電気通信工事、計装工事等）、環境関連工事（空
調管工事等）、内装設備工事及び土木工事並びにその他これらに関連する事業をおこなっ
ています。

⑿ 主要な事業所
①　当　社

ア．本 　 　 店 大阪市北区本庄東２丁目３番41号
イ．東 京 本 社 東京都千代田区九段南２丁目１番21号
ウ．支店、支社

区 分 支 　 店 、 支 　 社
大 阪 府 中央支店（12）、大阪支社
近 畿 地 方
(大阪府を除く)

京都支店（８）、神戸支店（７）、姫路支店（６）、奈良支店（４）
和歌山支店（６）、滋賀支店（６）

北 海 道 地 方 北海道支社（４）
東 北 地 方 東北支社（５）
関 東 地 方 東京支社（11）、横浜支社（１）
中 部 地 方 中部支社（13）
中 国 地 方 中国支社（８）
四 国 地 方 四国支社（４）
九 州 地 方
(沖縄県を含む) 九州支社（７）

（注）1．東北支社は宮城県に、中部支社は愛知県に、中国支社は広島県に、四国支社は香川県に、九
州支社は福岡県に所在しています。

2．（　　）内は支店、支社管下の事業所数を記載しています。
エ．海外事務所 香港事務所、シンガポール事務所、グアム事務所、サイパン事務所、

エジプト事務所、ドバイ事務所、ヤンゴン事務所
オ．研  究  所 京都研究所（京都府木津川市）
カ．研 修 施 設 きんでん学園（兵庫県西宮市）

人材開発センター（千葉県印西市）
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②　重要な子会社
ア．国　内　　　近電商事株式会社（大阪市中央区）

株式会社西原衛生工業所（東京都港区）
きんでん東京サービス株式会社（東京都品川区）
きんでん関西サービス株式会社（大阪市東成区）
きんでんサービス株式会社（大阪市浪速区）
株式会社アレフネット（大阪市北区）

イ．海　外　　　ユー・エス・キンデン・コーポレーション（米国ハワイ州）
ピー・ティー・キンデン・インドネシア（インドネシア）

⒀ 従業員の状況
①　企業集団の状況

従 業 員 数 前期末比増減

9,957名 394名増

（注）従業員数は、就業人員を記載しています。

②　当社の状況

従業員数（前期末比増減） 平 均 年 齢 平均勤続年数

7,139名（244名増） 41.1歳 19.9年

（注）従業員数は、就業人員を記載しています。

⒁ 主要な借入先

借 入 先 借 入 額
百万円

株式会社 み ず ほ 銀 行 3,300

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 3,300

株式会社 三 井 住 友 銀 行 3,000

株式会社 り そ な 銀 行 1,500
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２．会社の株式に関する事項

⑴ 発行可能株式総数 600,000,000株

⑵ 発行済株式の総数 218,141,080株（自己株式1,177,170株を含む）

⑶ 株 主 数 9,373名

⑷ 大 株 主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
関 西 電 力 株 式 会 社 58,905 27.1

関 電 不 動 産 株 式 会 社 14,507 6.7

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信託口) 9,243 4.3

き ん で ん 従 業 員 持 株 会 9,014 4.2

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 7,925 3.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９) 3,565 1.6

S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D
T R U S T  C O M P A N Y  ５ 0 ５ 0 0 1 2,744 1.3

資産管理サービス信託銀行株式会社(証券投資信託口) 2,675 1.2

CHASE  MANHATTAN BANK  GTS
C L I E N T S  A C C O U N T  E S C R O W 2,628 1.2

CBNY-GOVERNMENT OF NORWAY 2,504 1.2

（注）1．関電不動産株式会社は、関西電力株式会社の完全子会社であります。なお、同社は平成28年
　　　　４月１日付で関電不動産開発株式会社に商号を変更しております。

2．持株比率は自己株式数を控除して算出しております。

⑸ その他株式に関する重要な事項
　単元株式数の変更
　当社は、平成27年４月28日開催の取締役会決議に基づき、株式の流動性を高め、投資家
層の拡大を図るため、平成27年７月１日付で、単元株式数を1,000株から100株に変更い
たしました。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項

⑴ 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

※取 締 役 会 長 齊 藤 紀 彦 西日本旅客鉄道株式会社社外取締役

※取 締 役 社 長 前 田 幸 一 技術企画室・大阪購買部・東京購買部・京都研究所担当

※取 締 役 副 社 長 川 口 充 功 東京本社代表、東京営業本部・大阪営業本部担当

※取 締 役 副 社 長 浦 島 澄 男 技術本部・環境設備本部・安全衛生環境室担当、首都
圏事業推進室長、営業担当、中央総括安全衛生管理者

取締役 専務執行役員 前 田 榮 孝 東京営業本部長、中期経営計画特命担当（営業）

取締役 専務執行役員 石 田 貢 滋 秘書部・人事部・人材開発部・総務法務部・情報シス
テム部担当

取締役 専務執行役員 大 西 良 雄 電力本部長

取締役 常務執行役員 小 林 賢 治 東京本社代表補佐、営業担当

取締役 常務執行役員 松 尾 志 郎 国際事業本部長

取 締 役 吉 田 治 典

取 締 役 鳥 山 半 六
弁護士法人色川法律事務所社員、日本山村硝子株式会
社社外監査役、株式会社ミライト・テクノロジーズ社
外監査役

常 任 監 査 役 宮 地 雄 一 常勤

常 任 監 査 役 和 田 　 馨 常勤

監 査 役 佐 竹 育 造 常勤

監 査 役 豊 松 秀 己 関西電力株式会社代表取締役副社長執行役員

監 査 役 岩 根 茂 樹 関西電力株式会社代表取締役副社長執行役員

（注）1．※印は代表取締役であります。
2．取締役吉田治典、鳥山半六の両氏は社外取締役であり、当社は両氏を一般株主と利益相反が

生じるおそれがない独立役員として、東京証券取引所に届け出ております。
3．常任監査役和田　馨、監査役豊松秀己及び岩根茂樹の３氏は、社外監査役であります。
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4．常任監査役宮地雄一氏は当社経理部長の経験を有するなど、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。

5．鳥山半六氏は、平成27年６月24日開催の第101回定時株主総会において取締役に選任され就
任いたしました。

6．和田　馨氏は、平成27年６月24日開催の第101回定時株主総会において監査役に選任され就
任いたしました。

7．平成27年６月24日開催の第101回定時株主総会終結の時をもって、藤田訓彦、川越英二の両
氏は、取締役を任期満了により退任いたしました。

8．平成27年６月24日開催の第101回定時株主総会終結の時をもって、稲田　豊氏は、監査役を
辞任により退任いたしました。

9．当社は執行役員制度を導入しており、平成28年３月31日現在における取締役を兼務しない執
行役員は次のとおりであります。

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

専 務 執 行 役 員 森 本 正 岳 株式会社西原衛生工業所代表取締役社長

専 務 執 行 役 員 崎 山 良 蔵 情報通信本部担当、中期経営計画特命担当

専 務 執 行 役 員 髙 瀨 　 均 中央支店長

常 務 執 行 役 員 坂 田 亘 弘 技術企画室長

常 務 執 行 役 員 谷 垣 宜 弘 大阪営業本部長

常 務 執 行 役 員 田　中　日出男 技術本部長

常 務 執 行 役 員 水 本 昌 孝 ＩＲ･広報部・経営企画部・経理部担当

常 務 執 行 役 員 工 藤 　 洋 神戸支店長

常 務 執 行 役 員 西 村 　 博 奈良支店長

常 務 執 行 役 員 網 﨑 雅 也 大阪支社長

常 務 執 行 役 員 林 　 弘 之 東京支社長

常 務 執 行 役 員 上 坂 隆 勇 中部支社長

執 行 役 員 山 本 哲 也 環境設備本部長

執 行 役 員 浅 田 正 彦 情報通信本部長

執 行 役 員 北 村 康 一 技術本部副本部長、京都研究所長

執 行 役 員 小 林 　 孝 総務法務部長
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

執 行 役 員 伊 藤 敏 彦 京都支店長

執 行 役 員 星 島 延 男 姫路支店長

執 行 役 員 井 上 浩 司 和歌山支店長

執 行 役 員 岩 田 敏 明 滋賀支店長

執 行 役 員 井 手 弘 澄 中国支社長

執 行 役 員 吉 田 　 靖 九州支社長

執 行 役 員 佐 藤 友 昭 北海道支社長

執 行 役 員 土 高 壮 介 東北支社長

執 行 役 員 島 田 　 守 四国支社長

執 行 役 員 前 川 正 夫 横浜支社長

⑵ 取締役及び監査役の報酬等の総額及びその算定方法に係る決定に関する方針
①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 13名 454,789,240円

監 査 役 6名 113,156,600円

合 計
（うち社外役員）

19名
（6名）

567,945,840円
（51,431,760円）

（注）1．取締役の報酬等の総額には、平成28年６月開催の第102回定時株主総会に提出予定の「取締
役賞与支給の件」に基づく取締役賞与65,880,000円が含まれています。

2．上記には、平成27年６月24日開催の第101回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
２名及び監査役１名の報酬が含まれています。
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②　報酬等の額の算定方法に係る決定に関する方針
ア．取締役

　取締役の報酬は、月額及び賞与からなります。月額は、常勤・非常勤ごとの報酬
額に対して、役位を反映した加算をおこない、指名・報酬等諮問委員会に諮った上
で、取締役会で決定します。賞与については、業績を基礎に置き、常勤・非常勤の
別、役位、担当業務における成果を反映して各人の支給額を算出し、指名・報酬等
諮問委員会に諮った上で、支給議案を取締役会で決定し、株主総会の決議を受けま
す。

イ．監査役
　監査役の報酬は月額からなり、常勤・非常勤ごとの報酬額に対して、役位を反映
した加算をおこない、監査役の協議により決定します。

⑶ 社外役員に関する事項
①　取締役　吉　田　治　典

ア．重要な兼職先と当社との関係
　該当事項はありません。

イ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係
　該当事項はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
　当期開催の取締役会８回のすべてに出席し、建築学の専門家としての幅広い知識
と見識と、社外取締役として独立性を持った立場から、取締役会の意思決定の適正
性を確保するための発言を必要に応じておこなっております。

エ．責任限定契約の内容の概要
　会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を法令に定める額を責任限度額
として締結しております。

オ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。
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②　取締役　鳥　山　半　六
ア．重要な兼職先と当社との関係

　弁護士法人色川法律事務所及び日本山村硝子株式会社と当社との間には特別な取
引関係はありません。また、株式会社ミライト・テクノロジーズと当社との間には
取引がありますが、年間取引額は僅少であります。

イ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係
　該当事項はありません。

ウ．当事業年度における主な活動状況
　平成27年６月24日に取締役就任以来開催の取締役会６回のすべてに出席し、企業
法務に精通した弁護士としての客観的かつ専門的な見地と、社外取締役として独立
性を持った立場から、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を必要に
応じておこなっております。

エ．責任限定契約の内容の概要
　会社法第427条第１項の規定による責任限定契約を法令に定める額を責任限度額
として締結しております。

オ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

③　常任監査役　和　田　　馨
ア．重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。
イ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係

　該当事項はありません。
ウ．当事業年度における主な活動状況

　平成27年６月24日に監査役就任以来開催の取締役会６回のすべてに出席し、取締
役会の意思決定の適正性を確保するための発言を必要に応じておこなっています。
また、監査役就任以来開催の監査役会４回のすべてに出席し、常勤の監査役として
適宜発言して他の監査役と密接な情報交換をおこない、取締役の職務の執行を監査
しています。

エ．責任限定契約の内容の概要
　責任限定契約は締結しておりません。

オ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。
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④　監査役　豊　松　秀　己
ア．重要な兼職先と当社との関係

　関西電力株式会社は当社の配電工事、電力工事等の発注者であります。
イ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係

　該当事項はありません。
ウ．当事業年度における主な活動状況

　当期開催の取締役会８回のうち６回に出席し、長年にわたる企業経営に携わった
経験を生かして、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を必要に応じ
ておこなっています。また、当期開催の監査役会７回のうち６回に出席し、適宜発
言して常勤の監査役と密接な情報交換をおこない、社外監査役として適切な監査に
努めています。

エ．責任限定契約の内容の概要
　責任限定契約は締結しておりません。

オ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

⑤　監査役　岩　根　茂　樹
ア．重要な兼職先と当社との関係

　関西電力株式会社は当社の配電工事、電力工事等の発注者であります。
イ．当社又は当社の特定関係事業者との親族関係

　該当事項はありません。
ウ．当事業年度における主な活動状況

　当期開催の取締役会８回のすべてに出席し、長年にわたる企業経営に携わった経
験を生かして、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を必要に応じて
おこなっています。また、当期開催の監査役会７回のすべてに出席し、適宜発言し
て常勤の監査役と密接な情報交換をおこない、社外監査役として適切な監査に努め
ています。

エ．責任限定契約の内容の概要
　責任限定契約は締結しておりません。

オ．当社の親会社又は親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況

⑴ 会計監査人の名称
ひびき監査法人

⑵ 責任限定契約の内容の概要
　責任限定契約は締結しておりません。

⑶ 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 当社が支払うべき報酬等の額
百万円

45

② 当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額 45

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれ
らの合計額を記載しています。

2．当社の連結子会社におきまして、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国に
おけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けているもののうち、
重要なものは以下のとおりです。

株式会社西原衛生工業所
ユー・エス・キンデン・コーポレーション
ピー・ティー・キンデン・インドネシア

3．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積もりの
算定根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証をおこなった上で、会計監査人の報
酬等の額について同意の判断をいたしました。

⑷ 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑸ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人が会社法第340条に定める項目に該当すると認められる場合には、監査役会
は会計監査人を解任します。また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認め
られる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を
監査役会が決定します。
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６．会社の体制及び方針

⑴ 業務の適正を確保する体制に関する基本方針
①　基本的考え

　当社並びに子会社の取締役及び従業員（執行役員を含む。以下同じ。）一人ひとりが、
文化生活に不可欠な電気をはじめとするエネルギーや情報通信に携わる者としての高い
職務倫理を有し、社会的良識を持って行動しなければならないということを徹底してい
く。
　これを実現するため、風通しの良い職場環境を作り、円滑なコミュニケーションを通
じて、業務の適正を確保するとともに、見直しを繰り返すことにより、その改善・強化
を図るものとする。

②　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ア．コーポレート・ガバナンス

　業務執行の的確化・適正化・迅速化と事業環境の変動に、柔軟に対応するためには、
コーポレート・ガバナンスの強化が重要な経営課題であると認識し、「事業内容の透
明性の向上」と「法令遵守（コンプライアンス）の強化徹底」を重点施策に掲げて、
コーポレート・ガバナンスの強化に努める。

イ．コンプライアンス
ア　取締役及び従業員が法令及び定款を遵守し、健全な社会規範の下でその職務を遂

行するため、取締役会は「きんでんグループ行動指針」を制定する。併せて、コン
プライアンス委員会を設置してその実効を確保するとともに、社長は繰り返しその
精神を取締役及び従業員に伝えることにより、法令遵守があらゆる事業活動の前提
であることを徹底する。
イ　各々の担当分野の業務においてコンプライアンスに係る規程・ガイドラインの制

定、委員会の設置、取締役・従業員教育等をおこない、コンプライアンスに関する
体制を確保する。
ウ　内部通報制度

　従業員は、法令・定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為がおこ
なわれていることを知ったときは、「きんでんグループ行動指針」に基づき、所定
の窓口に通報する。
　通報した従業員の保護を図るとともに、透明性を維持した的確な対処の体制を確
保する。

ウ．財務報告の適正性確保のための体制
　経理規程その他社内規程を遵守して職務を遂行するとともに、会計基準その他関連
する諸法令を遵守し、財務報告の適法性及び適正性を確保する。

エ．内部監査
　社長直轄の業務監理室を設置し、業務監理室の監査を中心とした内部監査システム
を確保する。業務監理室は、業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守の状況、
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職務の執行の手続及び内容の妥当性等について、内部監査を実施し、社長及び監査役
に対して、その結果を報告する。また、業務監理室は、内部監査によって判明した指
摘事項の改善履行状況についても、フォローアップ監査を実施する。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
ア．取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか、常勤取締役会議

事録、経営会議議事録等の重要な職務執行に係る情報が記載された文書（電磁的記録
を含む。以下同じ。）を、関連資料とともに、重要文書管理規程その他の社内規程の
定めるところに従い、保存（保管）責任者を定め、適切に保存し、管理する。

イ．取締役及び監査役は、常時、これらの文書を閲覧できるものとする。
ウ．これらの文書を廃棄するときは、焼却又は裁断によるものとする。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理）
ア．リスクの発生予防、発生時の損失の回避・低減を図るため定めたリスク管理規程の

定めるところにより、リスク管理の効果をあげるものとし、組織横断的リスク状況の
監視及び全社的対応のためにリスク総括箇所を定めるとともに、各々の担当分野の業
務に付随するリスク管理は各担当部署がおこなうこととする。

イ．リスク管理に関する体制を整備するため、リスク管理委員会を置くとともに、各々
の担当分野の業務において、規程・ガイドラインの制定、委員会の設置、取締役・従
業員教育等をおこなうものとする。

ウ．次の経営管理システムを用いて、事業活動に伴うリスクを継続的に監視し、リスク
の回避・低減を図る。
ア　全社に影響を及ぼす重要事項については、多面的な検討を経て慎重に決定するた

めに、主要な取締役で経営会議を組織し、審議する。
イ　業務運営の状況を把握し、その改善を図るために、内部監査を実施する。

⑤　取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制
ア．決裁権限規程、業務分掌に係る規程等、各種社内規程を定め、職務権限及び意思決

定ルール並びに責任の明確化により、適正かつ効率的に職務の執行がおこなわれる体
制を確保する。

イ．次に記載の経営管理システムを用いて、取締役及び従業員の職務遂行の効率性を確
保する。
ア　経営会議及び常勤取締役会を設置し、全般的経営方針、経営計画その他職務執行

に関する重要事項を協議する。さらに、社長、経営会議又は常勤取締役会の意思決
定を適法・適正かつ効率的におこなうために、各種社内委員会・審査会を設置し、
各々の担当分野における経営課題について慎重な協議・検討・審査をおこない、社
長、経営会議及び常勤取締役会の意思決定に資する。
イ　目標の明確な付与、採算の徹底を通じて市場競争力の強化を図るために、全社及

び各子会社の目標値を設定し、それに基づく業績管理をおこなう。
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ウ　四半期ごとに目標の達成度を把握・評価し、結果をフィードバックすることによ
り、業務の実効性を確保する。必要に応じて、目標未達の要因を分析し、その要因
の除去・低減のための改善策を実施するものとし、業務運営の状況を把握し、改善
を図るために、内部監査を実施する。

⑥　企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．子会社に対する対応
ア　前記②～⑤に定める体制の整備等については、子会社を含むものとし、子会社ご

とに主管部署を定め、子会社の経営を管理・指導する。
イ　子会社の業務運営に係る規定を設け、一定の事項について、子会社で決定・実行

する前に当社に承認を求め、又は報告することを義務付ける。
ウ　子会社には、取締役及び監査役を派遣し、業務の適正を確保する。また、当社の

監査役は、グループ監査役会を開催する。
イ．関西電力株式会社に対する対応
ア　関西電力株式会社の内部統制を推進する組織との連携体制を構築する。
イ　当社は、関西電力株式会社の関連会社として独自の意思決定によって事業運営を

おこなう一方、関西電力株式会社が制定する「グループ経営ビジョン」「グループ
ＣＳＲ行動憲章」他のグループ会社に関する規定に沿って、グループ会社の一員と
しての自覚と責任を持って、事業活動を展開していく。

⑦　監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制
ア．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項
ア　監査役の職務を補助する専任の組織として監査役室を設け、監査役を補助する知

識、能力を有する従業員（以下、「監査役スタッフ」という。）を２名以上選任す
る。
イ　監査役スタッフは、事務局として定期的にグループ監査役会を運営し、グループ

内での情報共有を図る。
イ．監査役スタッフの取締役からの独立性に関する事項
ア　監査役会は、監査役スタッフの人事（人事異動、人事評価、懲罰を含む。）の決

定にあたっては、事前に人事担当取締役から報告を受け、必要な場合は人事担当取
締役に対して変更を申し入れることができる。
イ　監査役スタッフは、当社並びに子会社において業務の執行に係る役職は兼務せず、

取締役の指揮命令に服さないものとする。
ウ．監査役の監査役スタッフに対する指示の実効性の確保に関する事項
ア　監査役スタッフは、監査役の指示に従いその職務をおこなう。
イ　監査役スタッフは、必要な情報収集のために監査役の指示を受けて、執行側各部

署が開催する会議に出席したり、業務執行に関する調査をおこなうことができる。
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エ．監査役への報告に関する体制
ア　取締役及び使用人が監査役に報告する体制

ａ　重要会議への出席
　監査役は、監査役会が定める監査計画及び職務の分担に従い、取締役会のほか、
常勤取締役会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会等その他の重要な会
議に出席し、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧するこ
とができる。

ｂ　取締役等の報告義務
　取締役及び従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、次の事項を遅滞な
く報告する。
⒜　全社的に影響を及ぼす重要事項に関して取締役が決定した内容
⒝　業務監理室等がおこなう内部監査の内容及び結果
⒞　内部通報制度による通報の状況
⒟　行政処分の内容
⒠　その他著しい損失等会社経営に重大な影響を与える事象が発生したとき、又

は発生することが予想されるとき
⒡　前各号に掲げるもののほか、監査役が求める事項

イ　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び使用人又はこれらの者から報
告を受けた者が監査役に報告するための体制
ａ　子会社を主管する部署は、監査役に対して、前記⑥アに基づき報告を受けた子

会社の経営等に関する重要決定事項や子会社に対する業務調査の実施結果を遅滞
なく報告する。

ｂ　子会社の監査役は、グループ監査役会に出席して子会社の監査の状況を監査役
に報告する。

オ．前記エの報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
ア　きんでんグループ行動指針に基づき、違反行為に関する報告・相談をおこなった

従業員や事実調査に協力した従業員に対して、そのことを理由として、不利な取扱
いをおこなわず、各職場においてそのような取扱いが生じないように最善の注意を
払う。
イ　内部通報規程に基づき、通報したことを理由に通報者に対する不利な取扱いの禁

止を徹底する。
カ．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
ア　通常の監査費用については、監査計画に基づいて予算化する。
イ　計画外の監査の発生に備えて一定額を特別費用として予算に組み込む。特別費用

で不足が生じることが予想される場合は、監査役は予算執行部門に事前連絡の上、
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必要費用の負担を会社に求めることができる。
キ．その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制等
ア　代表取締役と監査役との定期会合

　代表取締役と監査役との間で、定期的に会合を持ち、情報交換や業務執行状況を
報告・検討する機会を設ける。
イ　業務監理室と監査役との連携等

　業務監理室は、内部監査の方針・計画について監査役と事前協議をおこなうとと
もに、定期的に会合を持ち、その監査結果及び指摘事項等について意見交換するな
ど、密接な情報交換及び連携を図る。また、監査役及び業務監理室は、会計監査人
とも連携を図るものとする。
ウ　会計監査人の職務の遂行を確保するための体制の構築

　監査役は、会計監査人の職務の遂行が適正に実施される体制が確保されているこ
とを確認し、必要なときは、取締役に対して、会計監査人の職務の遂行を確保する
ための体制の構築に関して申し入れることができる。
エ　外部専門家の起用

　監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士・公認会計士・コン
サルタントその他の外部専門家を独自に起用することができる。

 ⑵ 業務の適正を確保する体制に関する基本方針の運用状況の概要
①　基本的考えについて

　当社グループ内のコンプライアンス意識の高揚・徹底を図るため、「きんでんグルー
プ行動指針」を制定し、取締役及び従業員全員に周知をおこなっております。

②　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
について
　コンプライアンス委員会（会長・社長・副社長・監査役代表者・コンプライアンス担
当役員で構成）を年２回開催し、法令及び定款の遵守状況について確認しております。
　また、財務報告に関わる内部統制については、「財務報告に係る内部統制の評価及び
監査の基準」に基づき適正に実施しております。
　さらに、コンプライアンス上疑義のある行為について通報を受け付ける窓口を設置し、
通報者の保護を明確にした内部通報制度を適切に運用しております。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について
　株主総会議事録等の法定文書のほか、取締役の職務執行に係る情報が記載された文書
は、社内規程に基づき保存（保管）責任者を定めて適切に管理しております。取締役及
び監査役は必要に応じこれらの文書を閲覧しております。
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④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理）について
　リスク管理機能の強化を目的としたリスク管理委員会（担当取締役と本店・東京本社
の主要な部の長で構成）を年２回開催し、全社リスクの評価検討等をおこなっておりま
す。また、社長直轄の業務監理室が子会社も含めた全部署を対象に業務運営の状況につ
いて、監査を実施しております。
　事業継続計画(ＢＣＰ)の一環として、全事業所で防災訓練を実施しており、物的・人
的被害の最小化対策や初動及び業務継続対策に取り組んでおります。

⑤　取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制について
　会社法の定めにより取締役会の決議が必要とされる重要事項以外の会社経営全般にわ
たる方針、計画の樹立及び経営活動の具体的な推進は、経営会議（月２回開催、会長・
社長・副社長等で構成）及び常勤取締役会（月２回開催、常勤の取締役及び監査役で構
成）に権限を委譲することにより、効率的な会社運営に努めております。
　加えて、特定の業務の責任者が業務執行に専念できる体制として執行役員制度を導入
し、意思決定の迅速化、業務執行の監督機能の強化を図っております。
　また、指名・報酬等諮問委員会（適宜開催、社外取締役及び会長、社長、秘書部担当
取締役で構成）を設置し、取締役・監査役の指名及びその育成並びに報酬に係る事項等
について諮問しております。

⑥　企業集団における業務の適正を確保するための体制について
　子会社に対する管理は社内規程により、一定の事項について当社に対する事前承認又
は報告を義務付けております。加えて、当社から子会社に取締役及び監査役を派遣し業
務の適正を確保するとともに、グループ監査役会において子会社の監査状況を確認して
おります。
　また、当社は関西電力株式会社と連携体制を構築するとともに、関西電力グループの
経営理念や行動規範に沿って事業活動を展開しております。

⑦　監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制について
　監査役は重要な会議に出席するとともに、監査役が指定した事項について報告を受け
ております。また、監査役は定期的に代表取締役や社外取締役と会合を持つほか、業務
監理室及び会計監査人とも適宜情報交換を行い、実効的な監査に努めております。
　監査役スタッフは、取締役の指揮命令に服さず監査役の指示に従いその職務をおこな
っております。
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⑶ 会社の支配に関する基本方針
　当社は、企業価値の向上を図っていくことが最重要課題であると考えています。また、
当社取締役会の同意を得ることなくおこなわれる当社株式の大量買付け行為につきまして
は、その受入れの当否は最終的には株主の皆様のご判断に委ねるべきものであると認識し
ていますが、明らかに株主共同の利益を害するような会社買収に対しては対抗していく所
存であります。

（注）1．本事業報告中、百万円単位の金額並びに千株単位の株式数は、表示単位未満の端数を切り捨て、
比率については表示未満の端数を四捨五入しています。

2．本事業報告に掲げている金額には、消費税等は含んでいません。
3．本事業報告における数値は、特に記載のない場合、当期末現在のものであります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

(単位：百万円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部
資 産 の 部 547,554 負 債 の 部 171,032

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

有 価 証 券

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

325,751

40,431

193,762

70,000

11,098

1,193

5,108

7,555

△3,398

221,802

101,842

28,223

13,228

1,090

57,927

1,372

1,748

118,211

109,221

1,315

11,140

△3,465

流 動 負 債 136,072
支払手形・工事未払金等 67,881
短 期 借 入 金 16,340
未 払 法 人 税 等 10,423
未 成 工 事 受 入 金 10,686
工 事 損 失 引 当 金 515
完 成 工 事 補 償 引 当 金 398
役 員 賞 与 引 当 金 173
そ の 他 29,653

固 定 負 債 34,960
繰 延 税 金 負 債 5,385
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 234
退 職 給 付 に 係 る 負 債 28,525
そ の 他 814
純 資 産 の 部 376,521

株 主 資 本 351,528
資 本 金 26,411
資 本 剰 余 金 29,631
利 益 剰 余 金 296,518
自 己 株 式 △1,032
その他の包括利益累計額 23,455
その他有価証券評価差額金 33,855
為替換算調整勘定 459
退職給付に係る調整累計額 △10,859
非支配株主持分 1,537

資 産 合 計 547,554 負 債 純 資 産 合 計 547,554
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連 結 損 益 計 算 書
(平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで)

(単位：百万円)

完 成 工 事 高 475,345
完 成 工 事 原 価 396,367
完 成 工 事 総 利 益 78,977

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 45,527
営 業 利 益 33,450

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,962
不 動 産 賃 貸 料 328
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 156
そ の 他 426 2,873
営 業 外 費 用

支 払 利 息 261
為 替 差 損 239
特 別 弔 慰 金 56
そ の 他 387 945
経 常 利 益 35,378

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 6
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,753
会 員 権 売 却 益 9 1,769

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 19
固 定 資 産 除 却 損 107
減 損 損 失 225
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 145
関 係 会 社 株 式 評 価 損 135
会 員 権 評 価 損 8
損 害 賠 償 金 213
持 分 変 動 損 失 99
為 替 換 算 調 整 勘 定 取 崩 額 230 1,186
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 35,961
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,277
法 人 税 等 調 整 額 △744 12,533
当 期 純 利 益 23,428
非支配株主に帰属する当期純損失(△) △240
親会社株主に帰属する当期純利益 23,669
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連結株主資本等変動計算書
(平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 26,411 29,657 277,999 △978 333,089
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,990 △4,990
親会社株主に帰属する当期純利益 23,669 23,669
自 己 株 式 の 取 得 △54 △54
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0
連 結 範 囲 の 変 動 △25 △159 △185
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当　期　変　動　額(純額）

当 期 変 動 額 合 計 － △25 18,518 △53 18,438
当 期 末 残 高 26,411 29,631 296,518 △1,032 351,528

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持 分

純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 41,492 719 432 42,643 1,925 377,659
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,990
親会社株主に帰属する当期純利益 23,669
自 己 株 式 の 取 得 △54
自 己 株 式 の 処 分 0
連 結 範 囲 の 変 動 △185
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 　 期 　 変 　 動 　 額(純 額) △7,637 △259 △11,291 △19,188 △388 △19,577

当 期 変 動 額 合 計 △7,637 △259 △11,291 △19,188 △388 △1,138
当 期 末 残 高 33,855 459 △10,859 23,455 1,537 376,521
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結子会社数　18社
②　主要な連結子会社の名称

近電商事㈱
㈱西原衛生工業所
きんでん東京サービス㈱
きんでん関西サービス㈱
きんでんサービス㈱
㈱アレフネット
ユー・エス・キンデン・コーポレーション
ピー・ティー・キンデン・インドネシア
なお、連結子会社であったキンデン・パシフィック・コーポレーション及び近電国際有限公司は、
当連結会計年度より重要性が乏しくなったため、連結の範囲から除外している。

③　非連結子会社名
キンデン・パシフィック・コーポレーション
近電国際有限公司
キンデン・インディア・プライベート・リミテッド
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合
う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除外している。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の関連会社数　１社
②　持分法適用の関連会社名

㈱近貨
なお、持分法適用関連会社であったビンタイ・キンデン・コーポレーション・バハッドは、増資
により当社の持分比率が低下したため、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外している。

③　持分法非適用の非連結子会社名
キンデン・パシフィック・コーポレーション
近電国際有限公司
キンデン・インディア・プライベート・リミテッド

④　持分法非適用の関連会社名
吉田施設整備ＳＰＣ㈱
おおたかの森ＰＦＩ㈱
㈱サンユー
持分法非適用の非連結子会社３社及び関連会社３社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。
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⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、ユー・エス・キンデン・コーポレーション、ワサ・エレクトリカル・サービス・
インク、ピー・ティー・キンデン・インドネシア、キンデン・フィルス・コーポレーション、キン
デン・ベトナム・カンパニー・リミテッド、キンデン（タイランド）カンパニー・リミテッドの決
算日は12月31日である。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用してい
る。ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結
上必要な調整を行っている。
上記以外の連結子会社の事業年度は連結計算書類作成会社と同一である。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ　有価証券

満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）

その他有価証券
時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は主として移動平均法により算定）

時価のないもの
主として移動平均法による原価法

ロ　デリバティブ
時価法

ハ　たな卸資産
未成工事支出金

個別法による原価法
材料貯蔵品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物
（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は主に定額法を採用している。
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物　　　　　　　10年～50年
機械装置及び運搬具　　　　　 3 年～22年

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法を採用している。

ハ　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。
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③　重要な引当金の計上基準
イ　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
いる。

ロ　工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち、損失の発生が見
込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上し
ている。

ハ　完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高のうち当社及び連
結子会社に瑕疵担保責任のある完成工事高に対し、将来の見積補償額に基づいて計上している。

ニ　役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上している。

ホ　役員退職慰労引当金
国内連結子会社（12社）は役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退任慰労金内規に基づ
き計算した当連結会計年度末要支給額を計上している。

④　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ
いては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によって
いる。

ロ　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に
基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上している。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させ
る方法については、当社は給付算定式基準、連結子会社は期間定額基準によっている。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（主として15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理している。
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に
よる定額法により費用処理している。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上している。

ハ　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工
事については工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事について
は工事完成基準を適用している。

ニ　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税
は、当連結会計年度の費用として処理している。
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（会計方針の変更）
（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計
基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13
日。以下「連結会計基準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７
号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用
し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計
上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更してい
る。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定
による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させ
る方法に変更している。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持
分への表示の変更を行っている。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－
５項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会
計年度の期首時点から将来にわたって適用している。
これによる損益に与える影響はない。

（追加情報）
法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正す
る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日
以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなった。これに伴い、
繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.0％から平成28年４月
１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成29年４月１
日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となる。
この税率変更により、流動資産の繰延税金資産の金額が347百万円、固定資産の繰延税金資産の
金額が２百万円、固定負債の繰延税金負債の金額が272百万円、それぞれ減少し、法人税等調整
額が540百万円、その他有価証券評価差額金が1,892百万円、退職給付に係る調整累計額が249百
万円、それぞれ増加している。

２．連結貸借対照表関係
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金の担保に供している。
投資有価証券（株式） 22百万円
投資その他の資産・その他（長期貸付金) 20百万円
合　計 43百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 95,090百万円
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⑶　保証債務の内容及び金額

被 保 証 者 保証金額 被 保 証 債 務 の 内 容
百万円

キ ン デ ン ・ イ ン デ ィ ア ・
プ ラ イ ベ ー ト ・ リ ミ テ ッ ド 14 履行保証

ＢＡＮ－ＢＡＮネットワークス㈱ 20 関西電力㈱への共架・共用料金に対する
支払保証

計 35

（注）保証債務の外貨建金額は次のとおりであり、決算期末日の為替相場により円換算している。
8,675千インド・ルピー 14百万円

３．連結損益計算書関係
完成工事原価のうち工事損失引当金繰入額 389百万円

４．連結株主資本等変動計算書関係
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　218,141,080株
⑵　配当に関する事項

①　配当金支払金額
決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成27年６月24日
定時株主総会 普通株式 2,820百万円 13.0円 平成27年３月31日 平成27年６月25日

平成27年10月28日
取締役会 普通株式 2,169百万円 10.0円 平成27年９月30日 平成27年11月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当金の
総　　額 配当の原資 1株当たり

配 当 額 基 準 日 効力発生日

平成28年６月24日
定時株主総会
(予定)

普通株式 3,037百万円 利益剰余金 14.0円 平成28年３月31日 平成28年６月27日

５．金融商品関係
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については１年以内の短期運用を中心に、中長期運用を組み合わせた
安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については短期的な運転資金を銀行借入により調達し
ている。
デリバティブは為替等の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であ
る。
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②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されている。当該リス
クに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を常
に把握する体制としている。
投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス
クに晒されているが、重要事項については経営会議に報告することとしている。
営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日である。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達である。
為替予約は、原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引の為替相場変動リスクの回避
のためにデリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っている。
デリバティブ取引については、取引権限及び取引範囲を定めた内部規定に基づき、管理・運用を
行っている。また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、信用度の
高い金融機関とのみ取引を行っている。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されているが、当社グループでは、各社が月次に
資金繰り計画を作成するなどの方法により管理している。

③　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され
た価額が含まれている。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提
条件等を採用することにより、当該価額が変動することもある。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成28年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
である。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めていない。

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

⑴ 現金預金 40,431 40,431 －
⑵ 受取手形・完成工事未収入金等（※） 190,416 190,416 －
⑶ 有価証券及び投資有価証券 174,472 174,580 108
資 産 計 405,320 405,428 108
⑴ 支払手形・工事未払金等 67,881 67,881 －
⑵ 短期借入金 16,340 16,340 －
負 債 計 84,221 84,221 －
デリバティブ取引 － － －

（※）受取手形・完成工事未収入金等に対応する貸倒引当金を控除している。
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（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産
⑴　現金預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっている。

⑵　受取手形・完成工事未収入金等
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信
用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっている。

⑶　有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取
引金融機関から提示された価格等によっている。譲渡性預金は、短期間で決済されるた
め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

負　債
⑴　支払手形・工事未払金等、並びに ⑵　短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっている。

（注２）非上場株式等（連結貸借対照表計上額 4,749百万円）は市場価格がなく、かつ、将来キャッ
シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「⑶　有価証券及び投資有価証券」には含めていない。

６．１株当たり情報
⑴　１株当たり純資産額 1,728円33銭
⑵　１株当たり当期純利益 109円09銭

７．その他の注記
⑴　減損損失の内訳

遊休資産（土地等　12件） 225百万円
⑵　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

(単位：百万円)

資 産 の 部 負債及び純資産の部
資 産 の 部 502,129 負 債 の 部 140,948

流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
材 料 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物
機 械 ・ 運 搬 具
工 具 器 具 ・ 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
借 地 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
そ の 他

貸 倒 引 当 金

276,823
16,038
15,897

157,306
70,000
9,442

753
4,748
5,988

△3,351
225,305
83,814
25,060
2,562

794
55,397
1,449

117
148

1,182
140,041
103,886

6,474
22,517

0
101

1,930
8,515

△3,384

流 動 負 債 116,727
支 払 手 形 1,980
工 事 未 払 金 55,379
短 期 借 入 金 15,260
未 払 金 7,832
未 払 費 用 12,087
未 払 法 人 税 等 9,369
未 成 工 事 受 入 金 6,434
工 事 損 失 引 当 金 223
完 成 工 事 補 償 引 当 金 159
役 員 賞 与 引 当 金 65
そ の 他 7,935

固 定 負 債 24,221
繰 延 税 金 負 債 9,632
退 職 給 付 引 当 金 13,634
そ の 他 954
純 資 産 の 部 361,180

株 主 資 本 328,155
資 本 金 26,411
資 本 剰 余 金 29,657

資 本 準 備 金 29,657
そ の 他 資 本 剰 余 金 0

利 益 剰 余 金 273,119
利 益 準 備 金 6,602
そ の 他 利 益 剰 余 金 266,516

固定資産圧縮積立金 326
別 途 積 立 金 240,400
繰 越 利 益 剰 余 金 25,789

自 己 株 式 △1,032
評価・換算差額等 33,024
その他有価証券評価差額金 33,024

資 産 合 計 502,129 負 債 純 資 産 合 計 502,129
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損 益 計 算 書
(平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで)

(単位：百万円)

完 成 工 事 高 416,293
完 成 工 事 原 価 348,829

完 成 工 事 総 利 益 67,463
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 39,299
営 業 利 益 28,163

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,034
そ の 他 475 3,510

営 業 外 費 用
支 払 利 息 250
為 替 差 損 439
特 別 弔 慰 金 56
そ の 他 250 997
経 常 利 益 30,676

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 4
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,753
会 員 権 売 却 益 9
投 資 損 失 引 当 金 戻 入 額 1,902 3,669
特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 2
固 定 資 産 除 却 損 70
減 損 損 失 13
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 145
関 係 会 社 株 式 評 価 損 135
会 員 権 評 価 損 5
損 害 賠 償 金 213 586
税 引 前 当 期 純 利 益 33,759
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,598
法 人 税 等 調 整 額 △994 10,604
当 期 純 利 益 23,154
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(平成27年 4 月 1 日から
平成28年 3 月31日まで)

(単位：百万円)
株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自　己
株　式

株　主
資　本
合　計

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

固 定 資 産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 26,411 29,657 0 29,657 6,602 326 230,400 17,625 254,955 △978 310,045
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,990 △4,990 △4,990
別 途 積 立 金 の 積 立 10,000 △10,000 － －
当 期 純 利 益 23,154 23,154 23,154
自 己 株 式 の 取 得 △54 △54
自 己 株 式 の 処 分 0 0 0 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － － 10,000 8,164 18,164 △53 18,110
当 期 末 残 高 26,411 29,657 0 29,657 6,602 326 240,400 25,789 273,119 △1,032 328,155

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 40,524 40,524 350,569
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △4,990
別 途 積 立 金 の 積 立 －
当 期 純 利 益 23,154
自 己 株 式 の 取 得 △54
自 己 株 式 の 処 分 0
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △7,499 △7,499 △7,499

当 期 変 動 額 合 計 △7,499 △7,499 10,610
当 期 末 残 高 33,024 33,024 361,180
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

②　デリバティブ
時価法

③　たな卸資産
未成工事支出金

個別法による原価法
材料貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法）
を採用している。
なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物及び構築物　　　10年～50年
機械装置及び運搬具　 3 年～ 7 年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用している。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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②　投資損失引当金
関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検討して必要と認められる額を
計上している。

③　工事損失引当金
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計上している。

④　完成工事補償引当金
完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高のうち当社に瑕疵担保責
任のある完成工事高に対し、将来の見積補償額に基づいて計上している。

⑤　役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上している。

⑥　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上している。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっている。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額
法により費用処理している。

⑷　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい
ては工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基
準を適用している。

⑸　その他の重要な会計方針
①　ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につい
ては振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっている。

②　消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、
当事業年度の費用として処理している。

２．貸借対照表関係
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

下記の資産はＰＦＩ事業を営む当社出資会社の借入金の担保に供している。
投資有価証券（株式） 16百万円
関係会社株式 6百万円
長期貸付金 20百万円
合　計 43百万円
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⑵　有形固定資産の減価償却累計額 81,991百万円
⑶　保証債務の内容及び金額

被 保 証 者 保証金額 被 保 証 債 務 の 内 容
百万円

㈱ 西 原 衛 生 工 業 所 1,030 銀行借入保証

ワ サ ・ エ レ ク ト リ カ ル ・
サ ー ビ ス ・ イ ン ク 3,112 履行保証　他

ピー・ティー・キンデン・インドネシア 22 履行保証　他

キ ン デ ン ・ ベ ト ナ ム ・
カ ン パ ニ ー ・ リ ミ テ ッ ド 237 履行保証　他

キ ン デ ン ・ イ ン デ ィ ア ・
プ ラ イ ベ ー ト ・ リ ミ テ ッ ド 14 履行保証

ＢＡＮ－ＢＡＮネットワークス㈱ 20 関西電力㈱への共架・共用料金に対する
支払保証

計 4,438

（注）保証債務の外貨建金額は次のとおりであり、期末日の為替相場により円換算している。
28,747千ＵＳドル 3,239百万円

2,700,000千インドネシア・ルピア 22百万円
21,691,668千ベトナム・ドン 110百万円

8,675千インド・ルピー 14百万円
⑷　関係会社に対する短期金銭債権 11,246百万円

〃　　　　長期金銭債権 22,565百万円
〃　　　　短期金銭債務 2,769百万円
〃　　　　長期金銭債務 952百万円

３．損益計算書関係
⑴　完成工事高のうち関係会社に対する部分 62,205百万円
⑵　関係会社からの仕入高 15,551百万円
⑶　関係会社との営業取引以外の取引高 6,466百万円

４．株主資本等変動計算書関係
当事業年度末における自己株式の種類及び総数

普通株式　　　　1,177,170株

５．税効果会計
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、貸倒引当金、未払費用、工事損失引当金等であ
る。繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金である。
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（追加情報）
法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正す
る等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日
以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなった。これに伴い、繰延
税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の33.0％から平成28年４月１日
に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成29年４月１日に開始
する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となる。
この税率変更により、流動資産の繰延税金資産の金額が339百万円、固定負債の繰延税金負債の
金額が503百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が530百万円、その他有価証券評価差額金が
694百万円、それぞれ増加している。

６．リースにより使用する固定資産
貸借対照表に計上した固定資産のほか、運搬具、備品等の一部については、所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用している。

７．関連当事者との取引
⑴　その他の関係会社 (単位：百万円)

種　類 会社等の
名 称

議決権等
の被所有
割 合

関 連
当 事 者
との関係

取 引 の 内 容 取引金額 科　目 期末残高

その他の
関係会社

関 西
電 力 ㈱

直　接
27.2％

間　接
6.7％

配電工事
及 び
送 電 線
工事等の
受 注

役 員 の
兼 任

営業取引 電気工事
の 受 注 62,061

完成工事
未収入金 10,613

未成工事
受 入 金 456

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま
れている。

２．取引条件及び取引条件の決定方針
電気工事の受注については、購入材料価格を含む価格交渉のうえ、市場価格等を勘案し適正
な価格により工事請負契約を締結している。
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⑵　子会社 (単位：百万円)

種　類 会社等の
名 称

議決権等
の 所 有
割 合

関 連
当 事 者
との関係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社

㈱西原衛
生工業所

直　接
100％

資 金 の
貸 付

資金の回収 1,000 長期貸付金 5,300
受取利息（注） 63 － －

白 馬
ウ イ ン ド
ファーム㈱

直　接
100％

資 金 の
貸 付

資金の回収 619 長期貸付金 4,675
受取利息（注） 60 － －

白 滝 山
ウ イ ン ド
ファーム㈱

直　接
100％

資 金 の
貸 付

資金の回収 1,010 長期貸付金 11,137
受取利息（注） 139 － －

取引条件及び取引条件の決定方針
（注）貸付利率は、市場金利を勘案して決定している。

８．１株当たり情報
⑴　１株当たり純資産額 1,664円70銭
⑵　１株当たり当期純利益 106円72銭

９．その他の注記
⑴　減損損失の内訳

遊休資産（土地　10件） 13百万円
⑵　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月９日

株式会社　きんでん
取　締　役　会　御中

ひ　び　き　監　査　法　人
代 表 社 員
業務執行社員公認会計士 安 原 　 徹 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員公認会計士 安 岐 浩 一 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員公認会計士 林 　 直 也 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社きんでんの平成27年４月１日か
ら平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社きんでん及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年５月９日

株式会社　きんでん
取　締　役　会　御中

ひ　び　き　監　査　法　人
代 表 社 員
業務執行社員公認会計士 安 原 　 徹 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員公認会計士 安 岐 浩 一 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員公認会計士 林 　 直 也 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社きんでんの平成27年４月
１日から平成28年３月31日までの第102期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第102期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業
所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取
締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために
必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体
制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を
求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。

２．監査の結果

⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月10日
株式会社　き　ん　で　ん　監査役会
常任監査役
（常勤） 宮 地 雄 一 ㊞

常任監査役
（常勤） （社外監査役） 和 田 　 馨 ㊞

監 査 役
（常勤） 佐 竹 育 造 ㊞

監 査 役（社外監査役） 豊 松 秀 己 ㊞

監 査 役（社外監査役） 岩 根 茂 樹 ㊞

以　上
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メモ



メモ



見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

環境に配慮した植物油
インキを使用しています

裏表紙


